
令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部事務事業 02280 選挙啓発事業事務事業名番号 担当課 選挙管理委員会事務局
政策名 006 しんらい（信頼される行政経営によるまちづくり） 担当課長 谷口　信一
施策名 001 市民の視点に立った行政サービスの提供 グループ 選挙グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 効率的で適応力に富んだ行政運営と市民サービスの提供 内線番号 3852
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和27年度期間
項 04 選挙費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 選挙啓発費  根拠法令・条例等 公職選挙法第６条

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　選挙啓発事業は、公職選挙法第６条に基づいて実施されるものであり、選挙が公明且つ適正に行われるように、常にあらゆる機会を通じて選挙
人の政治常識の向上に努めるとともに、特に選挙に際しては投票の方法等について選挙人に周知するものである。なお、近年の若年層の政治的無
関心、選挙離れが特に顕著であり、投票率向上の最も重点的課題であると考えられることから、将来の有権者である児童・生徒の若年層を最重要
対象者と位置づけている。
具体的な方法としては、次のとおりである。
①市内の児童・生徒を対象に、明るい選挙啓発ポスターの募集を行う。（６月）
②定時登録時及び選挙時登録において、新有権者（満18歳）へ啓発冊子を配付する。（3月・6月・9月・12月・選挙時）
③各種選挙において投票参加を呼び掛ける街頭啓発活動や、大学・企業等を訪問して啓発活動を行う。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

啓発ポスターを応募した小・中・高等学校の参加率 ％ア 24 50 22 50 50
啓発冊子配布数（新有権者） 冊イ 1,518 1,500 1,246 1,500 1,500
選挙運動期間中における啓発活動 回ウ 1 1 1 1 1

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

小中高児童生徒 市内の小中高児童生徒数 人ア 13,889 14,000 14,112 14,000 14,000
新有権者 市内の新有権者 人イ 1,518 1,500 1,246 1,500 1,500
有権者 有権者数 人ウ 102,966 103,500 102,589 103,500 103,500

④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

選挙について学習し、選挙に関心を持つ 啓発ポスター応募者数 人ア 117 130 195 130 130
投票の重要性に気づき、投票に参加する 投票率（指標となる投票所における新有権者

の投票率） ％イ 0 55 28.39 55 55
投票を行う 投票率（平均） ％ 0 58 47.40 55 55ウ

（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　行政評価を活用し、確実に事務事業を振り返り、問題点・課題を洗い出し、必要とされる見直しや改善を行う、成果重視型の行政運営を推進し
ます。
　また、業務最適化の観点から、業務の必要性の検討や民間活力の導入等を行うとともに、必要とされる組織機構や職員配置の見直しを行います
。
　さらに、行政手続きの簡素化などによる利便性の向上や受付業務における接遇向上に努め、市民から信頼される窓口サービスを提供します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　有権者が、自分が暮らしている地域の在り方や日本・世界の未来につ

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0いて考えることによって，国家・社会の形成者として現在から未来を担
っていくという精神を育み，投票を通じての社会参画につなげていくよ 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0うに啓発する。
　特に、法改正に伴う新有権者（特に高校生）への啓発をはじめ、投票 地 方 債 千円 0 0 0 0 0率低下の最重点問題である若年層の選挙離れを
防止するため、教育委員会や明るい選挙推進協議会など各種機関と連携 そ の 他 千円 0 0 0 0 0をさらに取り組む。

一 般 財 源 千円 437 614 459 619 619
事業費 千円 437 614 459 619 619

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　・市内の児童・生徒に明るい選挙啓発ポスターを募集し、195名の応 　選挙啓発ポスター募集については、例年の倍に近い応募者数になり、
募があった。 選挙についての学習をすることに繋がり、関心が深まった。
　・市内新有権者へ啓発冊子等を1,246冊発送した。 　冊子チラシ等による啓発は、議会制民主主義などの政治のことや選挙
　・参議院議員通常選挙時及び鹿児島県議会議員選挙時に選挙啓発チラ に関する知識の習得に加えて，有権者として自らの判断で権利を行使す
シを各世帯に配布するとともに、市報・広報車・街頭啓発及び市ホーム ることの責任について啓発できたが、結果として目標としていた投票率
ページ等で選挙に関する情報を周知・啓発した。 には届かなかった。
　・新有権者への啓発として、各学校において選挙出前授業や模擬投票 　新有権者となる高校生の選挙意識の高揚や自覚を促すため、出前授業
、選挙資機材の貸し出しを行った。 等によって投票行動への意識づけを行い、具体的かつ実践的な指導を行
　選挙出前授業⇒市内高校（１校） うことができた。
　選挙資機材貸出⇒市内高校２校・市内中学校８校・市内養護学校１校
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事
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成
果)
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方
向
性

担当部事務事業 事務02280 選挙啓発事業
番号 事業名 担当課 選挙管理委員会事務局

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
  市が選挙啓発を行うことは、公職選挙法第６条に規定されており、

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
ポスター募集・冊子チラシ等の配布・出前授業等を行うことにより、
投票率の向上、特に若者の選挙意識の高揚や自覚を促すため、投票へ

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 の意識付けが必要であるため。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
  有権者が、自分が暮らしている地域のあり方や日本・世界の未来について考えることによって、国家・社会
の形成者として現在から未来を担っていくという精神を育み、投票を通じて社会参画につなげていくように啓
発する。
  特に、新有権者（特に高校生）への啓発をはじめ、投票率低下の最重点問題である若年層の選挙離れを防止（２）令和 2年度の改革改善の内容
するため、教育委員会や明るい選挙推進協議会など各種機関と連携をさらに取り組む。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

  本事務事業は、あらゆる機会を通じて有権者の政治意識の向上に努め、特に若年層の投票率向上を最も重点
課題として取り組む。
  ・児童・生徒に対する明るい選挙ポスターの募集を行う。また、作品の掲示を行い、優秀作品を表彰する。
  ・選挙時における各世帯に配布する選挙啓発チラシ、市報やホームページ等で見やすいようにレイアウトを（３）令和 3年度の方向性
工夫しながら、選挙情報の周知啓発、明るい選挙推進協議会と連携した街頭啓発活動を行う。　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）
   ・新有権者への啓発として、選挙啓発冊子等を送付し、また、各高校からの要請に基づき、選挙出前授業
、模擬投票や生徒会選挙等における投票にあたり投票箱等選挙資材の貸出を行う。

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部事務事業 事務02280 選挙啓発事業
番号 事業名 担当課 選挙管理委員会事務局

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                 88                256                256
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                364                355                355

消 耗 品 費                364                355                355
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  7                  8                  8
通 信 運 搬 費                  7                  8                  8
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               459                619                619計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                459                619                619
計                459                619                619

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         614
補正予算      619,000           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         614

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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